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第１章 計画の策定にあたって 

（計画 ２頁） 

１ 計画策定の背景 

○評 価：・耕作地の減少傾向に変化はありません。 

○見直し：・下線部分を、奥州市農業振興ビジョンに合わせます。 

 (1) 奥州市の農業をとりまく状況 

    奥州市は、岩手県の内陸南部に位置し、総面積は 993.3 平方キロメートルと広大で、

田が 17.2％、畑が 4.4％、宅地が 3.9％と農地の利用割合が多く、稲作を中心とした畜

産、果樹、野菜、花きなどの複合型農業により、県内屈指の農業地帯となっています。

耕地も 19,800 ヘクタールと県内１位の面積を有していますが、その一方で、農業後継

者の不在や労働力の不足などにより、耕作放棄地も年々拡大しています。 

     

【参考用 図表１】奥州市の土地利用の変化 

  

 計画策定時 中間評価時 計画策定時との比較 

土
地
利
用 

田 17.4％ 17.2％ △0.2％  

畑 4.5％ 4.4％ △0.1％  

宅地 3.8％ 3.9％ ＋0.1％  

耕地 19,900 ﾍｸﾀｰﾙ 19,800 ﾍｸﾀｰﾙ △100 ﾍｸﾀｰﾙ  

 

（計画 ３頁） 

２ 計画の位置づけ 
○見直し：・岩手県では、「いわて６次産業化推進プラン」（対象期間は、令和元年度から令和 

４年度まで）を策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（計画 ３頁） 

３ 計画の期間 
   この計画の期間は、令和３年度から令和８年度までの６年間とし、令和４年度に中間

評価を行い、必要に応じて計画の見直しを行うこととします。 

奥州市総合計画（後期基本計画：令和４年度から令和８年度まで） 

 

おうしゅう地産地消推進計画 

(法に定める促進計画及び 

条例に定める地産地消推進計画) 

奥州市６次産業化推進計画 

（市の独自計画） 

奥州市農業振興ビジョン（令和３年度改定：令和８年度まで） 

連携 

（整合・調整） 

 

いわて６次産業化 

推進プラン 

六次産業化・地産地消法 
食料・農業・農村基本計画 

 
農林漁業者等による農林漁 
業及び関連事業の総合化並
びに地域の農林水産物の利
用の促進に関する基本法 

農業振興及び地域 
6 次産業化の推進
に関する政策提言 
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（計画 ３頁） 

４ 計画の中間見直し 
この計画の中間評価年度である令和４年度に、見直しを行いました。 

   中間見直しにあたっては、「奥州市総合計画」（平成 29 年度から令和８年度まで）、

「奥州市農業振興ビジョン」（令和元年度から令和８年度まで）の期間と合わせて、こ

の計画の終期を令和８年度に変更しました。 

   令和４年度から、国は６次産業化を発展させて、農林水産物や農林水産業に関わる多

様な主体が多様な地域資源を活用し、新事業や付加価値を創出することによって、農山

漁村における所得と雇用機会の確保を図る取組として、「農山漁村発イノベーション」

を推進することとなりました。 
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第２章 奥州市の農畜産物の生産の状況の評価と見直し 

（計画 ４頁） 

１ 奥州市の農畜産物の生産の状況 

○評 価：・飼養頭数等の減少傾向に変化はありません。 

○見直し：・下線部分を、奥州市農業振興ビジョンに合わせます。 

 (3)畜産 

 繁殖牛は、飼養頭数が 2008 年の 7,019 頭から 2020 年の 4,835 頭に減少しています。同

年の飼養農家数が 1,404 戸から 623 戸に半減した一方、一戸当たりの飼養頭数は、５頭か

ら 10 頭に拡大しました。 

前沢牛、いわて奥州牛、江刺牛の３つの和牛ブランドが存在し、特にも前沢牛は全国枝

肉共励会などの全国的な品評会で日本一を 12 回受賞するなど、全国トップクラスのブラ

ンド力を有しています。 

しかしながら、高齢化、後継者不足、近年の子牛価格高騰による肥育経営環境の悪化を

背景に、出荷頭数は 2008 年の 3,433 頭から 2020 年の 1,908 頭に減少しています。 

また、江刺梁川地区を中心にめん羊の飼育も始まっており、観光等を含めた新たな産業

として期待されています。 

 

【参考用 図表２】奥州市の牛に関する状況の変化 

  

 

2008 年 

計画策定時 

（修正前） 

2019 年 

中間評価時 

(農業振興ビジョンより) 

2020 年 

計画策定時 

との比較 

牛 

飼養頭数 7,019 頭 6,624 頭 4,835 頭 △1,789 頭 

農 家 数 1,404 戸 682 戸 623 戸 △59 戸 

出荷頭数 3,433 頭 2,091 頭 1,908 頭 △183 頭 

 

○見直し：・令和２年を追加します。 

【図表１】市内の主な農産物の生産額                  単位：千万円 

品 目 

平成 30 年 令和２年 

主な作物 市農業 

産出額 
県農業 

産出額 

県内 

シェア 

市農業 

産出額 
県農業 

産出額 
県内 

シェア 

米 1,191 5,820 20.5％ 1,165 5,660 20.6％  

豆類 27 80 33.8％ 39 110 35.5％ 大豆 

いも類 8 40 20.0％ 19 60 31.7％ じゃがいも 

野菜 261 3,030 8.6％ 217 2,920 7.4％ ピーマン、トマト等 

果実 164 1,260 13.0％ 170 1,420 12.0％ りんご 

肉用牛 404 2,840 14.2％ 350 2,590 13.5％  

乳用牛 60 2,700 2.2％ 49 2,640 1.9％  

豚 71 2,820 2.5％ 60 3,140 1.9％  

鶏 97 7,610 1.3％ 141 7,810 1.8％  

◇資料：市農業産出額…平成 30 年、令和２年市町村別農業産出額（推計） 

県農業産出額…平成 30年、令和２年生産農業所得統計 
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第３章 ６次産業化の現状と課題の評価と見直し 

（計画 ５頁） 

１ ６次産業化支援の現状と課題 
○評価：・６次産業化に取り組みたいという相談は寄せられていますが、補助金を活用し事業化

するまでは至っていません。 

    ・全国的にも成功事例が少なく、事業化までに越えるべきハードルが多いことから、取

り組む者は相当の覚悟が必要なことが分かってきました。 

    ・国においても、農業者が自ら取り組む従来の６次産業化だけではなく、多様な主体と

の連携により地域資源の高付加価値化を図る「農山漁村発イノベーション」の推進に

方針を転換しています。 

 

○見直し：・【現状】を次のとおり見直します。 

 

【現状】 

  市では、平成 25 年度より６次産業化推進事業補助金において、６次産業化に取り組む生

産者等に対して、その事業にかかる費用の１/２を補助率として最大 500 千円を交付してい

ます。令和３年度までの交付件数は合計 23 件、補助額は 4,578 千円となっており、商品開

発や販路拡大の取り組みに対して支援しています。 

令和４年度から、国は６次産業化を発展させて、農林水産物や農林水産業に関わる多様

な主体が多様な地域資源を活用し、新事業や付加価値を創出することによって、農山漁村

における所得と雇用機会の確保を図る取組として、「農山漁村発イノベーション」を推進す

ることとなりました。 

 

【参考用 図表３】６次産業化推進事業補助金の交付件数と補助額 

  

 令和２年 令和３年 累計 

交付件数 ２件 １件 23 件 

補助額 600,000 円 219,000 円 4,578,000 円 

 

○見直し：・【課題】を次のとおり見直します。 
 
【課題】 
 ・全国的にも成功事例が少なく、事業化までに越えるべきハードルが多い。 

・取り組む者は相当の覚悟が必要である。 

 

 

（計画 ５頁） 

２ 人材の発掘・育成の現状と課題 
○評価：・商工会議所や金融機関等の協力を得て周知することにより、参加者の固定化は解消さ 

れてきました。 

    ・６次産業化に取り組みたいという相談は寄せられていますが、事業化までに至らない 

     事例が多いです。 

 

○見直し：・【現状】に次のとおり追加します。 

 

【現状】 

令和３年度までにセミナーを 14 回、実践販売会を５回開催し、個別相談を 73 件受けま

した。 
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○見直し：・【課題】を次のとおり見直します。 
 

【課題】 

・６次産業化に取り組みたいという相談はあるが、明確な事業計画が出来ている事例が少ない。 

・事業化までに至らない事例が多い。 

 

 

（計画 ５頁） 

３ 農畜産物の加工等に取り組む者への環境支援の現状と課題 
○評価：・食品衛生法の改正により、漬物を製造販売する場合は、専用の加工施設を整備し、保 

健所の許可を得る必要があることから、産直等での漬物商品が大幅に減少することが 

予想されます。 

    ・食品加工施設については、年間を通しての稼働が課題であり、市やＪＡにおいて 

公共的な加工施設を新たに設置することは難しいと考えられます。 

    ・当市での６次産業化の取り組みは小規模であることから、まずは、市内外の食品加工 

が可能な事業者につなぎ、委託加工による商品開発も一つの方法と考えます。 

 

○見直し：・【現状】に次のとおり追加します。 

 

【現状】 

また、食品加工施設については、年間を通しての稼働が課題であることから、市やＪＡ

において公共的な加工施設の新たな設置は考えておりません。事業者のリスク軽減のため

にも、市内外の食品加工が可能な事業者の情報提供を行い、委託加工による商品開発を推

奨しています。 
 

 
○見直し：・【課題】を次のとおり見直します。 
 

【課題】 

 ・全国的にも成功事例が少なく、事業化までに越えるべきハードルが多い。（再掲） 

・取り組む者は相当の覚悟が必要である。（再掲） 

 ・規格外野菜の活用を目的とした食品加工等、小規模な取り組みが多い。 

・新たな雇用の創出には至っていない。 

 

 

（計画 ６頁） 

４ ６次産業化による新商品開発の現状と課題 
○評価：・６次産業化は農業者が異業種に参入することとなるため、全国的にも成功事例が少な 

く、事業化までに越えるべきハードルが多いことから、取り組む者は相当の覚悟が必 

要なことが分かってきました。（再掲） 

    ・規格外野菜の活用を目的とした食品加工等、小規模な取り組みが多く、新たな雇用の 

創出には至っていません。 

 

○見直し：・【現状】に次のとおり追加します。 

 

【現状】 

令和３年度までの商品開発に対する支援事業は８件、うち令和４年度現在も販売中の商

品は７件です。 

 

 
○見直し：・【課題】を次のとおり見直します。 
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【課題】 

 ・全国的にも成功事例が少なく、事業化までに越えるべきハードルが多い。（再掲） 

・取り組む者は相当の覚悟が必要である。（再掲） 

 ・規格外野菜の活用を目的とした食品加工等、小規模な取り組みが多い。（再掲） 

・新たな雇用の創出には至っていない。（再掲） 

 

 

（計画 ６頁） 

５ 総合化事業計画の現状と課題 
○評価：・市での認定件数は平成 26 年度を最後に、３件となっています。 

・全国で総合化事業計画の認定を受けている農林漁業者は 2,571 件、東北地方で 377 

件、岩手県では 52件となっており、岩手県においても令和元年度以降増えていませ 

ん。 

・課題は制度の周知ではなく、総合化事業計画の策定によって得られる特例措置や国庫 

事業が必要な取り組みに至っていないことと考えられることから、制度の「啓発」は 

削除します。 

 

 

○見直し：・【現状】に次のとおり追加します。 

 

【現状】 

 ・農業経営者が活用できる国や県の事業があります。 

  

 

○見直し：・【課題】を次のとおり見直します。 

 

【課題】 

・農業経営者が活用できる国や県の事業の情報提供が必要である。 
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第４章 基本的な考え方の見直し 

（計画 ７頁） 

○見直し：・農畜産物の高付加価値化だけではなく、「農山漁村発イノベーション」の考えを取 

り入れます。 

１ 基本理念 
奥州市の地域資源の高付加価値化の推進 

 

 農林業者が主体となって行った従来の６次産業化を発展させ、地域資源を活用し、市内

外の多様な事業主体が行う、新商品開発や高付加価値化への取組を支援しながら、奥州市

における所得と雇用機会の確保を図り、地域活性化を目指します。 

 

○見直し：・４に「サービス開発」を追加します。 

 

（計画 ７頁） 

２ 施策の体系 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ６次産業化支援に関する取り組み 

基本理念 

２ 人材の発掘・育成における取り組み 

３ 農畜産物の加工者等への支援の取り組み 

５ 総合化事業計画等の認定の促進に対する取り組み 

４ 新商品やサービス開発を支援する取り組み 
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第５章 目標項目の中間評価と見直し 
 

※ 奥州市総合計画の期間に合わせて、目標年度を令和８年度に変更します。 

 

１ ６次産業化(農業の高付加価値化)の取り組みに対する支援件数 

No. 目標項目（見直し前） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 
目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 

(令和６年) 

１ 
６次産業化(農業の高付加価値化)

の取り組みに対する支援件数 
年間４件 年間１件 年間５件 × 年間５件 

○評 価：・中間評価の目標は、達成しませんでした。 

 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 中間評価目標値 (令和6)目標値 

年度ごと件数 ３件 ４件 ２件 １件 ５件 ５件 

・新商品開発の相談はあるものの、マーケティング等の解決すべき課題が多く、市の補

助金を活用した商品開発等の件数が少なかったため、目標値に至りませんでした。 

 

○見直し：・奥州市総合計画の成果指標に合わせます。 

  目標項目：市の商品開発等の支援による６次産業化件数 

 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 中間評価目標値 (令和8)目標値 

延べ件数 ５件 ６件 ７件 ８件 ７件 ９件 

   ・件数の捉え方を、年度ごとの件数から、終期までの延べ件数に改めます。 

No. 目標項目（見直し後） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 
目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 
(令和８年) 

１ 
市の商品開発等の支援による 

６次産業化件数 
延べ６件 延べ８件 延べ７件 ○ 延べ９件 

 ○取組み：・補助金制度の周知をしてまいります。 

      ・商品開発に取り組む事業者等の支援をしてまいります。 

      ・セミナーや異業種間の情報交換会による、商品開発等に取り組む事業者の発掘を 

してまいります。 

 

 

２ ６次産業化セミナー開催数、個別相談会開催数 

No. 目標項目（見直し前） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 
目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 
(令和６年) 

２ 
６次産業化セミナー開催数 年間３回 年間４回 年間４回 〇 年間４回 

個別相談会開催数 年間４回 年間５回 年間４回 〇 年間４回 

○評 価：・中間評価の目標は、達成しました。 
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 令和元年 令和２年 令和３年 中間評価目標値 (令和6)目標値 

６次産業化セミナー開催数 年間３回 年間４回 年間４回 年間４回 年間４回 

個別相談会開催数 年間４回 年間４回 年間５回 年間４回 年間４回 

 

○見直し：・相談を受けた件数を評価指標とすることが適当なことから、「個別相談会開催数」 

から個別相談を受けた件数に改めます。 

 令和元年 令和２年 令和３年 中間評価目標値 (令和8)目標値 

６次産業化セミナー開催数 年間３回 年間４回 年間４回 年間４回 年間４回 

個別相談件数 年間 19 件 年間 13 件 年間 11 件 － 年間 20 件 

 

No. 目標項目（見直し後） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 

目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 
(令和８年) 

２ 
６次産業化セミナー開催数 年間３回 年間４回 年間４回 〇 年間４回 

個別相談件数 年間 19 件 年間 11 件 － － 年間 20 件 

○取組み：・商品開発や売上向上に繋がる、６次産業化セミナー及び個別相談を実施します。 

 

 

３ 南いわて食産業クラスター形成ネットワーク登録者数 

（新設）農山漁村発イノベーションの考え方やセミナーの受講者から異業種間の情報交換の場に 

関する要望があったことから、異業種間の交流の指標を新たに設けます。 

 

・「南いわて食産業クラスター形成ネットワーク」会員名簿に登録されている市内事業者 

数を、指標とします。 

 令和３年 目標値(令和８年) 

南いわて食産業クラスター形成

ネットワーク登録者数 
77 100 

・南いわて食産業クラスター形成ネットワーク事務局が作成する「会員名簿」の 

（2021.12.2 現在）を令和３年実績値とし、４年間で 23 者を増やし目標値とします。 

No. 目標項目（見直し後） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 

目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 

(令和８年) 

３ 
南いわて食産業クラスター形成

ネットワーク登録者数 
― 77 ― ― 100 

○取組み：南いわて食産業クラスター形成ネットワークの周知をしてまいります。 
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４ 総合化事業計画認定数 

No. 目標項目（見直し前） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 

目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 
(令和６年) 

５ 総合化事業計画認定数 ３件 ３件 ４件 × ５件 

○評 価：・中間評価の目標は、達成しませんでした。 

 令和元年 令和２年 令和３年 中間評価目標値 目標値 

総合化事業計画認定数 ３件 ３件 ３件 ４件 ５件 

 

○見直し：・目標項目を「総合化事業計画及び農商工等連携事業計画の認定数」に改めます。 

      （奥州市内で農商工等連携事業計画の認定を受けた事業者は、令和５年２月末まで無し） 

・「延べ」を追加します。 

No. 目標項目（見直し後） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 

目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 

(令和８年) 

４ 
総合化事業計画及び農商工等連

携事業計画の認定件数 
延べ３件 延べ３件 延べ４件 × 延べ５件 

 

○取組み：・国の補助金制度を周知し、総合化事業計画等の相談があった場合は、相談に対応 

し、事業を具体化する際は、県や国と情報共有してまいります。 

・補助金等の相談の場合は、国や県の補助事業を紹介し、関係機関につなぎます。 

 

 

５ 加工取組者の相談件数 

No. 目標項目（見直し前） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 

目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 

(令和６年) 

３ 加工取組者の相談件数 ０件 ２件 ２件 〇 ４件 

○評 価：・中間評価の目標は、達成しました。 

 令和元年 令和２年 令和３年 中間評価目標値 (令和6)目標値 

相談件数 ０件 ２件 ２件 ２件 ４件 

 

○見直し：・№２「個別相談件数」の内数であることから、この目標項目は「削除」します。 

 

 

６ 新商品の開発数 

No. 目標項目（見直し前） 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 

目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 
(令和６年) 

４ 新商品の開発数 累計５件 累計８件 累計６件 〇 累計７件 
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○評 価：・中間評価の目標は、達成しました。 

 令和元年 令和２年 令和３年 中間評価目標値 (令和6)目標値 

新商品の開発数 累計５件 累計７件 累計８件 累計６件 累計７件 

 

○見直し：・№１「市の商品開発等の支援による６次産業化件数」の内数であることから、こ 

      の目標項目は「削除」します。 

 

 

（計画 ７頁） 

７ 目標項目と目標値（中間評価及び見直し後） 

No. 目標項目 
現状値 

(令和元年) 

中間評価 

実績値 

(令和３年) 

中間評価 

目標値 

(令和３年) 

達成 

状況 

目標値 

(令和８年) 

１ 
市の商品開発等の支援による 

６次産業化件数 
延べ６件 延べ８件 延べ７件 ○ 延べ９件 

２ 
６次産業化セミナー開催数 年間３回 年間４回 年間４回 ○ 年間４回 

個別相談件数 年間 19 件 年間 11 件 － － 年間 20 件 

３ 
南いわて食産業クラスター 

形成ネットワーク登録者数 
― 77 ― ― 100 

４ 
総合化事業計画及び農商工等 

連携事業計画の認定数 
延べ３件 延べ３件 延べ４件 × 延べ５件 

No.１…奥州市総合計画の成果指標「市の商品開発等の支援による６次産業化件数」を目標 

値とした。 

No.２…６次産業化支援業務の年間のセミナー開催数と個別相談の件数を目標値とした。 

No.３…南いわて食産業クラスター形成ネットワーク事務局が作成する「会員名簿」の 

（2021.12.2 現在）を令和３年実績値とし、４年間で 23 者を増やし目標値とした。 

No.４…２年に１件計画認定されることを目標値とした。 
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第６章 具体的な取り組みの評価 

（計画 ８頁） 

１ ６次産業化支援に関する取り組み 
６次産業化へ取り組むものへの支援策として、今まで実施してきました６次産業化に対

する補助金を引続き交付することにより、事業参入をしやすい環境を整えていきます。ま

た、単年度のみの補助事業の対象とせず、複数年にわたり補助の対象とするように長期的

視野に立つ補助事業として支援します。さらに大規模な事業の場合は、国や県の補助事業

等にもつなげる支援をします。 

 

＜関連する SDGs のゴール＞ 

 

 

 

方 針 取り組み例 

農畜産物等の高付加価値化 ６次産業化に対する補助金等による支援 

複数年にわたり補助事業対象者として支援 

首都圏での商談会等へ積極的に参加することを支援 

 ○評 価：・１次産業だけではなく、２次産業、３次産業に対応した制度を検討します。 

・複数年にわたる補助の制度について、引き続き検討します。 

・コロナ禍のため、首都圏での販売会等に参加しませんでした。 

○見直し：・国や県の補助事業等にもつなげる支援をします。 

・コロナの影響も考慮し、「販売会等」は首都圏に限定しないこととします。 

※ 引き続き、方針に沿って取り組みを継続してまいります。 

 

（計画 ８頁） 

２ 人材の発掘・育成における取り組み 
  引き続き６次産業化支援業務を実施し、アドバイザーによる専門的でより興味を引くよ

うなセミナーを開催するとともに、取り組む可能性がある者に対してこちらから現地に赴

いて相談を受ける等積極的に取り組みます。特に、若者や女性等の新規取組者を発掘・育

成することを重点に取り組みます。また、６次産業化に関して相談等があったことを、関

係機関で連携して情報を共有し、協力して支援に取り組みます。 

   

＜関連する SDGs のゴール＞ 

 

 

 

方 針 取り組み例 

６次産業化の新規取組者の増加 周知先の拡大と方法の見直し 

魅力あるセミナー等の開催 

関係機関で相談者等の情報共有 

 ○評 価：・相談者の事務所等に赴いて相談を受けました。 

・商工会議所や金融機関の協力でセミナー参加者を募り、定員を超える応募が 

ありました。 

※ 引き続き、方針に沿って取り組みを継続してまいります。 
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（計画 ８頁） 

３ 農畜産物の加工者等への支援の取り組み 
加工に取り組もうとする者に対して、随時相談を受け付けて、内容に沿って加工業者を

紹介したりする等の支援体制を充実します。また、試作品の製作等については、上記の６

次産業化に対する補助金の対象となるので、周知の徹底を図ります。 

また、市内の障がい福祉サービスを実施している事業者と加工施設の整備について、農

福連携等の事業を活用して取り組んでいけるかどうか話し合いを進めます。その他、既存

の加工施設を活用できるかどうか、関係機関と協議を進めます。 

 

＜関連する SDGs のゴール＞ 

 

 

 

方 針 取り組み例 

加工等へ取り組む者への支援の充実 

 

加工等取組者への支援体制の充実 

６次産業化に対する補助金等による支援（再掲） 

関係機関との協議を実施 

 ○評 価：・加工に取り組もうとする者の相談を受けましたが、商品化につながりませんでした。 

※ 引き続き、方針に沿って取り組みを継続してまいります。 

 

（計画 ９頁） 

４ 新商品やサービス開発を支援する取り組み 
  従来の６次産業化では、新商品を開発することにより、生産者は農畜産物の生産量の増

加が見込まれることから、その分の必要な労働力が求められ、雇用の創出が見込まれま

す。そこで、協議会等の関係機関、市内高等学校、アドバイザー等と連携しながら、新商

品開発における問題点等を整理して、市の主要農畜産物である牛肉、りんご、ピーマン等

を軸に６次産業化による新商品の開発に取り組むものに対して効果的に助言していきま

す。令和４年度からは、多様な事業主体が行う６次産業化に対する補助金を活用した商品

やサービス開発に支援をします。 

  産学官金の連携によって、食を核とした産業クラスターの形成を目指し、地域の農産

物、人材、技術その他の資源を有機的に結びつけ、新たな商品やサービスの創出などを促

進することを目的に設立された、「南いわて食産業クラスター形成ネットワーク」を紹介します。 

 

＜関連する SDGs のゴール＞ 

 

 

 

方 針 取り組み例 

新商品やサービス開発の取り組み

の増加 

協議会や市内高校による新商品開発の検討 

６次産業化に対する補助金等による支援（再掲） 

南いわて食産業クラスター形成ネットワークの紹介 

 ○評 価：・協議会による新商品開発の検討は行いませんでした。 

○見直し：・「協議会や市内高校による新商品開発の検討」を削除し、「南いわて食産業ク 

ラスター形成ネットワークの紹介」に改めます。 

※ 引き続き、方針に沿って取り組みを継続してまいります。 
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（計画 ９頁） 

５ 総合化事業計画等の認定の促進に対する取り組み 
  総合化事業計画等の制度を周知することにより、生産者等のメリットを理解していただ

きます。この計画の認定を受けることにより、国や県の農山漁村振興交付金等（令和３年

度までは食料産業・６次産業化交付金）の支援や融資を受ける際のメリットとなります。 

 

＜関連する SDGs のゴール＞ 

 

 

 

方 針 取り組み例 

総合化事業計画等の周知・啓発の推

進 

広報やＳＮＳを利用し生産者等への周知 

総合化事業計画等の認定に向けた支援 

 ○評 価：・新たに総合化事業計画の認定を受けた生産者等はありませんでした。 

・総合化事業計画等の周知を引き続き行ってまいります。 

      ・事案があった際は、国や県と情報共有します。 

○見直し：・国の制度が変わったことにより、 

「この計画の認定を受けることにより、国の食料産業・６次産業化交付金の 

うち、加工・直売の取組の支援の対象となり、「奥州市６次産業化推進計 

画」策定と合わせて交付率が１/３から１/２になり、生産者等が各自で施設 

整備を実施することができます。」 

を見直し、 

「計画の認定を受けることにより、国や県の支援や融資を受ける際のメリッ 

トとなります。」に改めます。 

・方針の「啓発」を削除します。 

・「国と連携した事業説明会の開催」を「総合化事業計画等の認定に向けた支 

援」とし、事案があった際は国・県に計画を提出できるよう支援します。 
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資料編 
 

１ ６次産業化推進事業補助金交付件数 

○申請受付件数は、24件（うち、取り下げ１件） 

○申請内容 ・商品開発 10 件 

・販路開拓 13件 

No. 年度 区分 申請内容 商品名 主な事業経費 交付額 

１ Ｈ25 個人 販路開拓 だんご HP 開設、物産展出展 61,000 

２ Ｈ25 個人 販路開拓 菓子 HP 開設、アドバイザー 93,000 

３ Ｈ25 法人 商品開発 味噌 成分分析、製造委託 38,000 

４ Ｈ25 法人 販路開拓 マヨネーズ等 百貨店プロモーション等 50,000 

５ Ｈ25 団体 商品開発 弁当・惣菜 先進地研修、試作 42,000 

６ Ｈ26 個人 商品開発 人形焼 型枠デザイン、製造講習受講 90,000 

７ Ｈ27 団体 商品開発 ずんだムース等 パッケージデザイン 76,000 

８ Ｈ27 団体 販路開拓 弁当・惣菜 シンク等備品、消耗品 500,000 

９ Ｈ27 法人 販路開拓 有機野菜 軽トラ市の開催経費等 73,000 

10 Ｈ27 法人 商品開発 行者にんにく 加工委託料等 54,000 

11 Ｈ27 個人 商品開発 米粉麺 試作委託料、成分分析、販促品等 233,000 

12 Ｈ28 法人 販路開拓 有機野菜 ブランドロゴデザイン等 157,000 

13 Ｈ29 法人 商品開発 行者にんにく 取り下げ 0 

14 Ｈ29 個人 販路開拓 りんごサイダー ラベル・パッケージ作成 223,000 

15 Ｈ30 個人 販路開拓 りんごサイダー HP 更新、取引先開拓 165,000 

16 Ｈ30 法人 販路開拓 菊芋 店舗看板、リーフレット作成 100,000 

17 Ｈ30 団体 商品開発 GH ソース 加工委託料、チラシ作成 248,000 

18 Ｒ１ 団体 販路開拓 GH ソース 販売会等出店 400,000 

19 Ｒ１ 個人 販路開拓 りんごジュース ラベルデザイン委託等 500,000 

20 Ｒ１ 個人 販路開拓 乾燥フルーツ パッケージデザイン委託 317,000 

21 Ｒ１ 団体 商品開発 菓子 パッケージデザイン委託 339,000 

22 Ｒ２ 法人 商品開発 甘酒 ホームページ作成 500,000 

23 Ｒ２ 個人 販路開拓 りんごジュース リーフレット作成 100,000 

24 Ｒ３ 法人 商品開発 生姜シロップ 製粉機等備品、パンフレット作成 219,000 

 

24 

  交付額合

計 

  4,578,000 

※ No.7 と No.10 は、奥州市総合計画（後期基本計画）策定時に販売をしていないため、除外し８件とした。 
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【参考】令和４年度 おうしゅう地域支援活用事業補助金のチラシ 
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２ セミナー開催内容と参加人数 

年度 開催内容 開催日 
参加 

人数 

(人) 
テーマ 

Ｈ29 セミナー Ｈ29.９.５ ８ ６次産業化 

Ｈ30 

説明会＆個別相談会 Ｈ30.９.11 ９ ６次産業化 

講習会 Ｈ30.10.16 19 ＰＯＰ講習会 

参加人数計 28  

Ｒ１ 

説明会＆個別相談会 Ｒ１.６.24 ５ ６次産業化 

講習会＆個別相談会 Ｒ１.８.19 28 農産物加工売れる商品づくりの考え方 

セミナー Ｒ１.11.12 ９ 産直以外でも販売を考えませんか 

講習会 Ｒ１.12.４ 14 ＰＯＰ講習会 

参加人数計 56  

Ｒ２ 

説明会＆個別相談会 Ｒ２.８.４ 12 ６次産業化 

講習会 Ｒ２.11.４ 12 農産物・加工品の効果的なＰＲ方法 

講習会 Ｒ２.12.10 12 
商品のパッケージやリーフレットのデ

ザイン及び写真の撮影方法 

参加人数計 36  

Ｒ３ 

セミナー第１回 Ｒ３.11.11 ９ 農園・農産物のブランド化の手法 

セミナー第２回 Ｒ３.12.２ 20 持続可能な農業経営の実践 

セミナー第３回 Ｒ４.１.18 17 
売上ＵＰにつながる“ばえる”写真

の撮り方 

セミナー第４回 Ｒ４.３.８ ８ 事業承継、親子経営について 

人数計 54  

H29～Ｒ３の参加人数計 182  

 

 

３ 実践販売会と参加者数 

年度 開催内容 開催日 
参加団体数

及び人数 
会場 

Ｈ30 

（１回目） Ｈ30.11.15～16 ４団体６名 御茶ノ水ソラシティ 

検証会 Ｈ30.12.４ ４団体５名  

（２回目） Ｈ31.１.17～18 ３団体３名 御茶ノ水ソラシティ 

検証会 Ｈ31.３.13 ３団体３名  

Ｒ１ 

（１回目） Ｒ１.12.12～13 ２団体４名 御茶ノ水ソラシティ 

（２回目） Ｒ２.２.19～20 ２団体２名 ＡＴＣアジア太平洋トレードセンター 

（３回目） Ｒ２.２.27～29 ２団体２名 
・御茶ノ水ソラシティ ・南青山 

・新お茶の水ビル駅前広場 

検証会 Ｒ２.３.13 ４団体６名  
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４ 個別相談会の相談件数 

年度 回 開催日 

相談 

件数 

(件) 

相談内訳件数(件) 

備 考 商品 

開発 

販路 

開拓 
その他 

Ｈ27 

第１回 Ｈ27.７.２ ２  １ １  

第２回 Ｈ27.11.24 ４ １ ２ １  

第３回 Ｈ28.２.17 １   １  

相談件数計 ７ １ ３ ３  

Ｈ28 

第１回 Ｈ28.７.５ ２  １ １  

第２回 Ｈ28.11.30 １   １  

相談件数計 ３ ０ １ ２  

Ｈ29 

第１回 Ｈ29.６.26 ４  ２ ２  

第２回 Ｈ29.12.12 ３ １  ２  

相談件数計 ７ １ ２ ４  

Ｈ30 

第１回 Ｈ30.５.24 ３  １ ２  

第２回 Ｈ30.６.28 ３ １  ２ 説明会後 

第３回 Ｈ30.９.11 １ １   セミナー後 

第４回 Ｈ30.12.４ ３ ２ １   

第５回 Ｈ31.３.13 ３ ２ １   

相談件数計 13 ６ ３ ４  

Ｒ１ 

第１回 Ｒ１.６.24 ５ ３ １ １ 説明会後 

第２回 Ｒ１.７.11 ４  ３ １  

第３回 Ｒ１.８.19 ３ １  ２ 講習会後 

第４回 Ｒ１.９.27 ７  ２ ５  

相談件数計 19 ４ ６ ９  

Ｒ２ 

第１回 Ｒ２.８.４ ５ ２  ３ 説明会後 

第２回 Ｒ２.８.25 ２  １ １  

第３回 Ｒ２.10.14 １  １   

第４回 Ｒ２.11.27 ２  １ １  

第５回 Ｒ３.１.12 １ １    

第６回 Ｒ３.２.３ ２ ２    

相談件数計 13 ５ ３ ５  

Ｒ３ 

第１回 Ｒ３.５.13 ２ １ １  説明会後 

第２回 Ｒ３.６.16 ３ １ １ １ 説明会後 

第３回 Ｒ３.６.18 ４ ３  １  

第４回 Ｒ３.７.９ １   １  

第５回 Ｒ３.８.25 １ １    

相談件数計 11 ６ ２ ３  

Ｈ27～Ｒ３の相談件数計 73 23 20 30  
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